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研究成果の概要（和文）：人口が減少傾向にある日本において，地球温暖化に対応するための対策による負荷
は，大きな重荷となりうる．加えて，2020年に突如として蔓延したCOVID-19は大きな社会経済の混乱をもたらし
ており，日本の将来的な動向を分析するうえで欠かせないショックとなった．本研究では，こうした温暖化や
COVID-19による様々な影響が日本の社会経済にどのような影響をもたらしうるのか，また，そのような影響下で
どのように投資をすべきかを分析している．

研究成果の概要（英文）：In Japan, where the population is on a declining trend, the burden of 
measures to address climate change can become a significant load. Additionally, the sudden spread of
 COVID-19 in 2020 caused major socio-economic disruptions, becoming an indispensable shock to 
consider when analyzing Japan's future trends. This study analyzes the various impacts of climate 
change and COVID-19 on Japan's socio-economy and examines how investments should be made under such 
influences.

研究分野： 土木計画，環境経済

キーワード： 気候変動　人口減少社会　持続可能性

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の成果は次の通りである．１）日本全体で温暖化目標を達成する方法として，地域ごとに異なる排出規制
をとるべきか全国で統一した排出規制をとるべきかは，想定するシナリオや輸送コストの大きさに大きく依存す
ることを明らかにした．２）各産業のCO2排出量や生産量を考慮した各都市の生産効率を定量的に評価する手法
を開発し，都道府県ごとのCO2排出から見た効率性を示した．３）コロナ禍の自粛やテレワークが主観的な幸福
度にもたらす影響を明らかにした．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１（共通） 
 

 

１．研究開始当初の背景 

日本は世界の中でも少子高齢化が進んでいる先進国の一つであり，1920 年より行われている
国勢調査において，2015 年に初めて人口減少が確認された．今後も人口は減少し続け，2050 年
には 9500 万人まで減少するとの予測もされている(総務省)．日本の経済の衰退に対する懸念も
現実味を帯びており，増田レポートによれば半数の地方都市が 2040 年までに消滅する危険があ
るとされ，日本の経済力の維持向上だけでなく，地方都市の在り方も含めた持続可能な開発が重
要な課題として挙げられる．しかし，日本の経済発展の障害になるものは人口減少だけではない．
近年，多くの被害報告がされているように，日本において自然災害は大きな脅威であり，その一
因に地球温暖化が挙げられる．地球温暖化はグローバルレベルの問題であり，専門家によってそ
の影響の推計に差があるものの国際的に協力し解決すべき課題の一つであるとの見方に変わり
はない．COP21 において採択された 2 度目標を達成するためには，各国の協力が不可欠であり，
それぞれの国が実現できるレベルの目標を実現する必要がある．日本も 2030 年までに 2013 年
に比べて 26%の二酸化炭素削減が求められており，達成すべき重要な目標であるものの，実現
に向けては相当な努力が必要となるであろう．では，このような人口減少や地球温暖化といった
問題に対応しつつ，日本は持続可能な開発を実現することは可能なのだろうか．これが本研究の
核心となる学術的問いである．また，2015 年に国連で採択された SDGs（持続可能な開発目標）
に照らし合わせ，日本において地方都市の持続可能性について探る． 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は以下の二つである．一つ目は，日本が抱える重大な課題である人口減少と地球
温暖化対策を踏まえたうえで，地方都市を含めた日本のとるべき戦略を明らかにすることであ
る．日本が掲げている地球温暖化対策目標をどのように地方都市で実現してくことが望ましい
のか，どのような負担が強いられるのか明らかにする必要がある．二つ目は持続可能な経済的発
展の可能性を目指すために必要となる政策が将来の自然資本，人口資本，人的資本に与える影響
を分析することである．特に，2020 年には COVID-19 による世界規模の社会的・経済的混乱が
生じており，社会を一変させるショックであったと考えられる．このショックが人々の生活にど
のような影響をもたらしたのか分析することは，長期的な日本の持続可能性を考えていく上で
も重要な資料となりえる． 

 

３．研究の方法 

 国際的に用いられている温暖化シナリオである RCP シナリオと日本人口減少シナリオをもと
に，地球温暖化の IAMs （ 総合評価モデル；例えば RICE モデル等）を用いて，国レベルの排出
規制や被害レベルについて推計を行う．本研究では，そこで推計された排出規制や被害レベルを
もとに，IAMs と整合性のとれた最適配分モデルの構築を行う．これは，IAMs による推計結果を
もとに国内の経済成長レベルを最適化するように温暖化排出規制の分担を決める動学モデルで
ある．この分析結果をもとに，日本におけるシナリオ排出規制シナリオを加えた将来予測のため
のシナリオを作成し，このシナリオをもとに地域別の人的資本，人口資本，自然資本を評価する．
特に研究期間中に発生した COVDI-19 の蔓延は人的資本に大きな影響をもたらしている．そのた
め，本研究では，この COVDI-19 がもたらした人的資本への影響の把握は重要な価値があると判
断し，アンケートによる調査を追加している． 
 
４．研究成果 
（１）地球温暖化に関する統合評価モデルのダウンスケールによる地方都市への影響評価 
 本モデルでは次の 3 つのシナリオを考える．これらのシナリオは，RICE モデルに与えること
で推定された外生変数（気候被害率，総排出量の上限）を通して排出量分配モデルに影響する．
ベースラインは，RICE モデルでの最適化の結果を使用している（Nordhaus and Yang,1996）．
DICE と RICE モデルは，温室効果ガスの排出削減コストと気候変動の利益のバランスを考慮した
最も効果的な対地球温暖化政策を推進すれば，100 年間で平均気温が 3℃以上上昇すると示して
いる．第 2 のシナリオは High である．これは，放射強度が 8.5W/m2 以上になる条件下でのシナ
リオである．このシナリオは，温室効果ガスの排出について心配せずに経済活動を行う状況に対
応している．一方，Low であるシナリオは，厳格な排出規制下で経済活動を行う状況に対応して
いる．この研究では，低排出シナリオとして 2.5℃の温度上昇制限を使用している． 
 ベースラインのシナリオにおいて以下の結果が得られた．図 1 は，地域内の各エリアからの排
出量，排出制御率，およびベースラインシナリオの正味出力を示している．関東エリア（東京を
含む）は日本最大の経済圏であり，続いて中部および近畿が続く．この期間中，関東エリアは他
のエリアと比較して大量の排出を行い，結果として 2095 年までに完全に排出を規制する必要が
あると示されている．  
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 ベースシナリオにおける排出経路 
 
図 2 は、High シナリオと Low シナリオの排出量を示している．High シナリオでは排出規制が行
われず，2020 年から 2095 年の間は CO2 排出制御がゼロである．規制は 2100 年に開始され，削
減コストが十分に低下したため緩やかなものになる．対照的に，Low シナリオでは厳しい規制が
必要で，図 2b に示されているように，2040 年以降すべてのエリアが排出を停止する．どちらの
シナリオも，エリアが発展するほど規制が厳しくなることを示している．しかし，シナリオが厳
しくなるほど，各エリアの完全規制開始時期の差は小さくなる．厳しい目標を達成するためには
早期の規制が必要であり，そのため目標が厳しくなるほど規制開始時期の差も小さくなる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 High シナリオ及び Low シナリオにおける排出経路 
 
（２）地域の CO2 排出と生産効率性に関する研究 
ここでは，環境負荷を考慮した都市の効率性について，交通的な側面からの定量的な把握を目

的とする．効率性という観点から，データ包絡分析法（Data Envelopment Analysis; DEA）を用
いた都市間比較を行い，各都市の生産効率値の推計を行う（Tamaki et al.,2019）． 
 NDEA2S モデルによる産業における分析結果を図 3 に示す．産業セクションにおいて効率値が
最大になったのは，東京，大阪，愛知などの大都市を抱える都府県の他，地方部では鳥取，徳島，
沖縄などとなった．一方で大都市ではあるものの，福岡や神奈川では 0.7 程度の効率性と低い値
が推計されている．広域的に効率値を見ると，東京から大阪にかけての三大都市圏周辺地域では
比較的に効率性が高い都府県が多く，逆に，東北地方や北陸地方，九州地方では低い効率値とな
る県が多いという結果になった．効率値の高い都府県のうち，多くの道府県に参照されたのは鳥
取，沖縄，栃木等となった．鳥取を参照とする県の特徴として，人口規模が似通っている点が挙
げられ，どの県も 100 万人前後の人口を有している．また，沖縄を参照とする道府県には，北海
道や福岡，広島など，比較的大都市を有する場所が抽出された．一方で，地方部で効率値が最大
の山梨や徳島を参照とする他県は無かった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 NDEA2S モデルによる第 1 次～3 次産業効率値と代表的な参照集合 



NDEA各モデルの DMU全体効率値と BBモデルによる効率値の計算結果を比較したものを次の図
4 に示す．ここで分析した 3 つのモデルにおいて，インプット・アウトプット数によって分析結
果に違いが生じている．2 セクション程度の分割は許容できる範囲であるが，4 セクションに分
割すると効率性が 1 となる都道府県がかなり多くなることがわかる．ただし，大幅に効率値が変
わる県もあるものの，3 つのモデルにおいて似通った値となる県もある．3 つのモデルに共通す
ることとして，三大都市圏で効率性が高くなることが挙げられる．この要因として考えられるの
は，多くの企業が事業所を置いている都道府県であるということである．それが各 GDP に反映さ
れることによって，相対的に高い評価になると考えられる．また，山梨，鳥取，徳島等で効率が
高くなることも共通点の一つである．その要因としては，県規模の小ささが挙げられる．これら
の県は人口が少ないのに加えて面積が小さく，それに伴うインフラの整備量も少なくなってい
るため全体として効率的と判断されている可能があり，以上の事から，経済条件や地理的条件の
違いは，インプット・アウトプットの要素を通じて，分析モデルの違いに関係なく推計結果に影
響を及ぼすと考えられる． 一方で，熊本，和歌山，宮崎，山形，青森，佐賀，神奈川，奈良，
滋賀あたりでは，NDEA4S モデルのみ効率性が 1 となり，その他 2 つのモデルでは低い効率値が
推計されている．これは，インプット・アウトプット数の増加が一因であるが， その他 2 つの
モデルにさらに加えられたインプット・アウトプットの中に際立ったものが存在している可能
性を示唆している．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 各モデルにおける効率性推計値の比較 
 

（３）COVID-19 による人々の満足度の変化 
この分析では，日本を対象にコロナ禍における社会的状況や個人の行動（自粛やテレワーキン

グ）に着目し，それらが subjective wellbeing にどのような影響を与えたのか明らかにするこ
とを目的とする．COVID19による影響は健康被害だけでなく，世界においてもロックダウンによ
る精神的な影響が懸念されていた（Anderson et al.,2020; Qiu et al., 2020）． 
本研究では，この第 1 派から第 3 波までの期間において日本全国を対象として，生活満足度や

ストレス状況など，コロナ禍の生活にかかわるアンケートを実施した．  
世代別にサブグループを作ることで世代ごとの影響の違いについて分析を試みる．データを

年齢によって３つのグループに分けることで影響の違いを検証する．ここでは 40 歳未満，40 歳
以上 60 歳未満，60 歳以上の 3 つのクラス（ヤング，ミドル，エルダー）に分類しており，それ
ぞれサンプルサイズは 545（回答者数：222），1901（回答者数：544），1296（回答者数：383）と
なっている．まず，グループ毎に生活満足度と幸福度の推移をグラフにしてみると図 5 のように
なる．この図 5 を見ると明らかに高齢者層のスコアが高いことがわかる．また，ヤンググループ
では他のグループに比べて調査ごとの変動が大きく表れていた． 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 年齢別生活満足度（左）および幸福度（右）の推移 
 
 年齢毎に OLS 及び FE による分析を行った．生活満足度および幸福度に対する世代別の推計結
果を表１に示す．推計した結果，年代によって推計値およびその有意性が大きく異なることがわ
かる．全データで分析した場合同様，全ての世代において緊急事態宣言の有無や感染状況は生活
満足度に影響していないことがわかった． 
 パンデミック下における回答者やそのパートナーのテレワーキングや自粛行動を緊急事態宣



言による影響から切り離したことで，コロナ下での生活の変化は必ずしも wellbeing に負の影
響を及ぼしているわけではないことが明らかになった．また，このようなコロナ下での行動の影
響は世代によって大きく異なることも明らかになった．例えば，若者グループにおいてはテレワ
ーキングを行うことで生活満足度が増加するという因果関係が現れたが，中年グループ，高齢グ
ループではその影響は小さく因果性も見られなかった．また，若者グループでは生活満足度や幸
福度と自身の自粛行動には負の相関，パートナーの自粛行動とは正の相関があるのに対し，高齢
グループでは真逆の結果となっている．このような結果が生じた理由として，緊急事態宣言下で
とった行動に対する世代間でのとらえ方の違いが現れたものだと考えられる．政府からの行動
制限の要請は若者には束縛と捉えられたかもしれない． 

表 1 年齢別 OLS 及び FE による推計結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）まとめ 
 以上の研究によって，まず，今後の温暖化政策に対して，国内における排出規制がどのような
家強をもたらすのかを数理モデルによって分析した．その結果，経済力のある地域に負担が集中
する可能性があることがわかる．こうした政策として，効率よく地域ごとの排出制限を実施する
ための地域比較を行った．セクターを分けて分析した際，同一の参照集合を持つグループの傾向
は似ているものの，必ずしも一致はしていない．また，似通ったグループ同士であっても，セク
ターによって参照集合が変わることもあることを明らかにした．一方，地域別ではなく資本別で
の分析として，COVID19 の蔓延を受けて人的資本に焦点を当てて分析を行った．そこでは，自粛
やテレワークといった働き方の変化は世代によって受け入れ方が大きく変わっていること，強
制力のない緊急事態宣言は生活満足度に対する直接的な影響ではない可能性があることを明ら
かにした． 
研究期間中においては，以上の分析が中心となっていたが，社会全体の持続可能性を考えるに

はさらに自然資本や人口資本についても深く調査を継続していくことが必要となる．今後もそ
れらの研究を継続して実施する予定である． 
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オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
山本 貴史, 玉置 哲也, 岡崎 慎一郎, 吉田 秀典, 末永 慶寛 78

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
周辺景観と環境意識から生じる風力発電施設建設計画受入意思額の変化に関する分析

土木計画学研究・講演集 -

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 オープンアクセス  国際共著
オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
大野由貴, 玉置哲也 66

 １．著者名

持続可能な藻場環境の管理及び収益の最適化

土木計画学研究・講演集 -

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 ４．巻
川本樹, 玉置哲也 66

 １．著者名

 ２．論文標題  ５．発行年



2021年

2022年

2021年

2019年

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

10.1186/s13021-019-0135-7

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
Controlling CO2 emissions for each area in a region: the case of Japan

Carbon Balance and Management -

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
Tamaki Tetsuya、Nozawa Wataru、Managi Shunsuke 14

 １．著者名

10.1016/j.eap.2021.04.004

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
Efficiency by sectors in areas considering CO2 emissions: The case of Japan

Economic Analysis and Policy 514-528

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
Miura Taiki、Tamaki Tetsuya、Kii Masanobu、Kajitani Yoshio 70

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
周辺景観と環境意識がもたらす 風力発電施設建設計画の受入に与える影響

土木計画学研究・講演集 -

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
大野由貴・玉置哲也・紀伊雅敦・鈴木達也 65

 １．著者名

10.2208/jscejoe.77.2_I_709

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
RESEARCH ON THE IMPROVING RESOURCE PRODUCTIVITY OF ROCK FISH IN THE ARTIFICIAL REEFS USING AI

Journal of Japan Society of Civil Engineers, Ser. B3 (Ocean Engineering) I_709～I_714

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
YAMAMOTO Takafumi、TAMAKI Tetsuya、OKAZAKI Shinichiro、OKAZAKI Yuriko、YOSHIDA Hidenori、
SUENAGA Yoshihiro

77
 １．著者名



2023年

2024年

2023年

〔学会発表〕　計13件（うち招待講演　1件／うち国際学会　1件）

2022年

 ２．発表標題

令和4年度四国支部技術研究発表会
 ３．学会等名

川本樹, 玉置哲也
 １．発表者名

 ４．発表年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

海水温上昇を考慮した漁獲量変動に関する一考察

10.1016/j.spacepol.2023.101580

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
To What Extent Will Space Debris Impact the Economy?

Space Policy 101580～101580

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
Nozawa Wataru、Kurita Kenichi、Tamaki Tetsuya、Managi Shunsuke 66

 １．著者名

10.1057/s41599-023-02530-z

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
How did you perceive the lifestyle changes caused by the COVID-19 pandemic?

Humanities and Social Sciences Communications -

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
Tamaki Tetsuya、Nozawa Wataru、Kitsuki Akinori 11

 １．著者名

10.1038/s41598-023-36082-8

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
Estimating urban spatial structure based on remote sensing data

Scientific Reports -

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
Kii Masanobu、Tamaki Tetsuya、Suzuki Tatsuya、Nonomura Atsuko 13

 １．著者名



2022年

2022年

2022年

2022年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

令和4年度四国支部技術研究発表会

第66回土木計画学研究発表会

第66回土木計画学研究発表会

環境経済・政策学会2022年大会

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

大野由貴, 玉置哲也

川本樹, 玉置哲也

コロナ禍の生活の変化が主観的幸福度にもたらす影響

玉置哲也,大野由貴

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

立地及び景観による風力発電導入への影響評価

風力発電施設がもたらす周辺景観と環境意識に関する研究

持続可能な藻場環境の管理及び収益の最適化

玉置哲也,野澤亘,木附晃実



2021年

2020年

2019年

2019年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

土木学会CPDプログラム（JSCE21-1268）

土木計画学会

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

玉置哲也

三浦 大貴

Tetsuya Tamaki

玉置哲也

 ３．学会等名

INFORMS Annual Meeting 2019（国際学会）

環境経済・政策学会

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

自然環境および生態系保存を制約とした資源配分

交通資本による CO2 排出と 生産に関する効率性分析

Regulation of CO2 Emissions for Each Area in a Region

Should we Control CO２ Emission for Each Area in a Region?

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名



2019年

2023年

2023年

2023年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

2019年ＯＲ学会中国・四国地区ＳＳＯＲ（招待講演）

第68回土木計画学研究発表会・秋大会

第68回土木計画学研究発表会・秋大会

第68回土木計画学研究発表会・秋大会

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

石川凌大・紀伊雅敦・玉置哲也

中地遥菜，紀伊雅敦，玉置哲也，米谷雄介

玉置哲也

玉置哲也

 ３．学会等名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

環境汚染軽減技術の導入タイミングに関する意思決定問題

地方都市郊外におけるタクシー車両を用いた乗合交通手段の成立可能性に関する研究

高松市中心部における通行者の移動経路分析と歩行空間ネットワーク評価に関する研究

地球温暖化問題における経済影響分析と数理計画モデル
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